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Ⅰ．仲裁パネル判断の意義
　中米自由貿易協定（Central American Free Trade Agreements-Dominican 
























































（V.2 （ 2）），第三段階のテストでも 1 社に関して該当性を認めたが（同
（ 3）），効果的執行義務の「集積的な性質」から同条の義務違反を否定した
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れば，「他の締約国との貿易（trade with another Party）」や「16.2.1 （a）を援
































































（para. 223）。立証責任に関する規則は，特定の証明の基準（standard of proof）
は定めていない（para. 224）。WTO紛争処理手続において上級委員会や一部の
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　米国は，（ 1） 6 点の供述書（para. 288），（ 2） 1 点の供述（para. 289），
（ 3）14の復職命令（para. 290），（ 4）労働組合が準備した図表（para. 292），






2008年 2月に ITMに対して発せられ，今なお有効で，2015年 3月までに未執
行であるかを検討した（para. 296）。証拠（ 6）には供述者が解雇又は復職命
令を個人的に目撃したことを示す証拠がないが（para. 297），パネルは上記証


























































（para. 346）。グアテマラは，（ 1） 3名の従業員の復職命令は上訴によって覆
され，（ 2） 3名以上が復職請求を撤回又はその行為を怠たり，（ 3）米国は 5
名の復職を認めているため，有効な復職請求を行う従業員はいないと主張した
（para. 348）。








と判断した。よってパネルは，2011年 5月までに，2008年 6月の 2つの復職命
令が有効かつ未執行であると結論付けた（同上）。






べきとする（para. 362）。その結果，パネルは， 2人の従業員のうち 1人につ
いて，裁判所命令の効果的執行の懈怠が復職請求の撤回の日まで継続したと結



































































⑤ RTM（Representaciones de Transporte Maritimo, S.A）
　米国は以下のように主張する（para. 377）。2010年 8月に労働裁判所は，


















































































































































































































































































































































































































































































　米国は，Las Deliciasで働いていた 5人の共同供述に主に依拠する（para. 























































































































































　2007年 9月の査察に関し， 5人の Friboの従業員の供述に加え，米国は
Friboの査察の失敗を示す労働監督官の報告書に言及し（para. 569），また，監
督官による2007年 9月の認定を提出する。その認定は，査察の実施場所を確保
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為・不作為の継続又は反復を構成する（para. 591）。例えば，その懈怠が法執
行当局による一貫した行為による場合である。しかし，このことは Friboの事
例には当てはまらない。
（ 3 ）結論
　査察に関する請求に関し，米国は，グアテマラが一連の作為・不作為の継続
又は反復を通じて，労働法令の効果的な執行を怠ったと立証しなかった
（para. 592）。
Ⅵ．仲裁パネルの結論
　米国は， 8つの職場の74人の従業員に関し，グアテマラが，裁判所命令の遵
守を確保しなかったことによる労働法令の効果的執行の懈怠を立証したが，そ
れらの事例が貿易に影響を与えるような態様での一連の不作為であることを証
明しなかった。米国は，一連の作為・不作為を構成する，査察の十分な懈怠を
証明しなかった。米国によって提出された他の請求はパネル設置要請に含まれ
ていなかったため，パネルは管轄権を有さない。よってパネルは，グアテマラ
による16.2.1 （a）上の義務の不遵守を米国が証明しなかったと結論付ける
（para. 594）。
